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‭第１章　はじめに‬

‭１　調査目的‬
‭本調査は、京都の地域企業における働き方改革の推進を図るため、企業の働き方改革の‬

‭取組状況、課題等の実態を把握することを目的とする。‬

‭２　調査対象‬
‭京の企業「働き方改革」自己診断制度（実践編）活用企業‬

‭３　調査方法‬
‭対象企業が、ＷＥＢサイト「京のまち企業訪問」の管理画面上で、京の企業「働き方改‬

‭革」自己診断制度（実践編）の診断項目に入力した結果を同サイト上で公開する。‬

‭４　調査時期‬
‭令和６年１０月１日～令和７年３月３１日‬

‭５　回収数‬
‭１，０５７社‬

‭※「京の企業「働き方改革」自己診断制度（挑戦編）」活用企業における「京の企業‬

‭「働き方改革」自己診断制度（実践編）」活用率：２７．４％‬

‭（令和７年３月３１日現在）‬

‭3‬



‭６　 回答者属性‬
‭（１）企業規模別‬

‭　　‬

‭4‬



‭（２）地域別（本社所在地別）‬
‭　　‬

‭5‬



‭（３）業種別‬
‭　　‬

‭6‬



‭第２章　調査項目‬
‭１　制度利用促進‬
‭（1）制度利用促進のための具体的なルール・手続きがある‬

‭（2）管理職への指導・評価を行っている‬

‭（3）従業員個人への指導・評価を行っている‬

‭（4）社内慣行・風土を変えるための具体的な取組がある‬

‭（5） 職場のコミュニケーション円滑化のための取組を行っている‬

‭２　周知啓発‬
‭（6）全従業員に対して制度・取組について情報提供を行っている‬

‭（7）キャンペーンの実施など「働き方改革」について全社的な啓発を行っている‬

‭（8）管理職に対して「働き方改革」について教育・研修を実施又は受講の機会を与えている‬

‭（9）従業員に対して「働き方改革」について教育・研修を実施又は受講の機会を与えている‬

‭３　業務改善‬
‭（10）従業員の労働生産性を向上させるための人材育成の取組がある‬

‭（11）業務の可視化・業務プロセスや業務内容の見直しを行っている‬

‭（12）業務分担の見直しや柔軟な人員体制の整備により業務体制の見直しを行っている‬

‭４　実態把握・管理‬
‭（13） 労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について実態把握を行っている‬

‭（14） 労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について経営者層が把握している‬

‭（15） 労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について管理職が把握している‬

‭（16） 制度や取組について従業員の意識や評価を把握して改善につなげている‬

‭7‬



‭第３章　調査結果‬
‭第１　概要‬
‭＜全体像＞‬
‭１　達成状況‬

‭自己診断制度（実践編）活用企業のうち、達成企業の占める割合は、74.6%（788社）‬

‭である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、92.5%（49社）である。一方、中小企業では、‬

‭72.6%（648社）である。‬

‭２　公開状況‬
‭自己診断制度（実践編）活用企業のうち、ＷＥＢサイト「京のまち企業訪問」での公開‬

‭同意企業の占める割合は、96.6%（1,021社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、94.3%（50社）である。一方、中小企業では、‬

‭96.5%（861社）である。‬

‭＜設問別＞‬
‭１　制度利用促進‬
‭（１）制度利用促進のための具体的なルール・手続きがある‬

‭制度利用促進のための具体的なルール・手続きがある企業の占める割合は、86.8％（‬

‭918社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、94.3％（50社）である。一方、中小企業では、‬

‭85.5％（763社）である。‬

‭（２）管理職への指導・評価を行っている　‬

‭管理職への指導・評価を行っている企業の占める割合は、82.0％（867社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、92.5％（49社）である。一方、中小企業では、‬

‭80.9％（722社）である。‬

‭（３）従業員個人への指導・評価を行っている‬

‭従業員個人への指導・評価を行っている企業の占める割合は、85.1％（899社）であ‬

‭る。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、96.2％（51社）である。一方、中小企業では、‬

‭84.3％（752社）である。‬

‭8‬



‭（４）社内慣行・風土を変えるための具体的な取組がある‬

‭社内慣行・風土を変えるための具体的な取組がある企業の占める割合は、88.1％（‬

‭931社）である。‬

‭企業規模別にみると、大企業では、98.1％（52社）である。一方、中小企業では、‬

‭86.9％（775社）である。‬

‭（５）職場のコミュニケーション円滑化のための取組を行っている‬

‭職場のコミュニケーション円滑化のための取組を行っている企業の占める割合は、‬

‭86.1％（910社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、94.3％（50社）である。一方、中小企業では、‬

‭85.3％（761社）である。‬

‭２　周知啓発‬
‭（６）全従業員に対して制度・取組について情報提供を行っている‬

‭全従業員に対して、制度・取組について情報提供を行っている企業の割合は、81.6％‬

‭（863社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、94.3％（50社）である。一方、中小企業では、‬

‭80.6％（719社）である。‬

‭（７）キャンペーンの実施など「働き方改革」について全社的な啓発を行っている‬

‭「働き方改革」について全社的な啓発を行っている企業の割合は、64.9％（686社）‬

‭である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、84.9％（45社）である。一方、中小企業では、‬

‭62.9％（561社）である。‬

‭（８）管理職に対して「働き方改革」について教育・研修を実施又は受講の機会を与えてい‬

‭る‬

‭管理職に対して教育・研修等の機会を与えている企業の割合は、43.0％（454社）で‬

‭ある。‬

‭企業規模でみると、大企業では、69.8％（37社）である。一方、中小企業では、‬

‭39.8％（355社）である。‬

‭（９）従業員に対して「働き方改革」について教育・研修を実施又は受講の機会を与えてい‬

‭る‬

‭従業員に対して、教育・研修等の機会を与えている企業の割合は、35.1％（371社）‬

‭である。‬

‭企業規模別にみると、大企業では、56.6％（30社）である。一方、中小企業では、‬

‭32.3％（288社）である。‬

‭9‬



‭３　業務改善‬
‭（10）従業員の労働生産性を向上させるための人材育成の取組がある‬

‭労働生産性向上のための人材育成の取組がある企業の割合は、83.6％（884社）であ‬

‭る。‬

‭企業規模別にみると、大企業では、96.2％（51社）である。一方、中小企業では、‬

‭81.8％（730社）である。‬

‭（11）業務の可視化・業務プロセスや業務内容の見直しを行っている‬

‭業務内容等の見直しを行っている企業の割合は、88.1％（931社）である。‬

‭企業規模別にみると、大企業では、94.3％（50社）である。一方、中小企業では、‬

‭87.3％（779社）である。‬

‭（12）業務分担の見直しや柔軟な人員体制の整備により業務体制の見直しを行っている‬

‭業務体制の見直しを行っている企業の割合は、84.2％（890社）である。‬

‭企業規模別にみると、大企業では、86.8％（46社）である。一方、中小企業では、‬

‭83.5％（745社）である。‬

‭４　実態把握・管理‬
‭（13）労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について実態把握を行っている‬

‭労働時間等の実態把握を行っている企業の割合は、80.6％（852社）である。‬

‭企業規模別にみると、大企業では、98.1％（52社）である。一方、中小企業では、‬

‭79.6％（710社）である。‬

‭（14）労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について経営者層が把握している‬

‭労働時間等について経営者層が把握している企業の割合は、75.0％（793社）であ‬

‭る。‬

‭企業規模別にみると、大企業では、86.8％（46社）である。一方、中小企業では、‬

‭74.7％（666社）である。‬

‭（15）労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について管理職が把握している‬

‭労働時間等について管理職が把握している企業の割合は、76.2％（805社）である。‬

‭企業規模別でみると、大企業では、90.6％（48社）である。一方、中小企業では、‬

‭75.0％（669社）である。‬

‭（16）制度や取組について従業員の意識や評価を把握して改善につなげている‬

‭従業員の意識等を把握して改善につなげている企業の割合は、61.1％（646社）であ‬

‭る。‬

‭企業規模別にみると、大企業では、79.2％（42社）である。一方、中小企業では、‬

‭60.1％（536社）である。‬

‭10‬



‭第２　全体像‬
‭１　達成状況‬

‭　　‬

‭　　　　‬ ‭　　　　　‬
‭　　　　‬ ‭　　　　　‬
‭　　　　‬ ‭　　　　　‬
‭　　　　‬ ‭　　　　　‬

‭11‬

‭企業規模別‬ ‭達成‬ ‭未達成‬

‭　大企業‬ ‭92.5%‬ ‭7.5%‬

‭　中小企業‬ ‭72.6%‬ ‭27.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭81.3%‬ ‭18.8%‬

‭　計‬ ‭74.6%‬ ‭25.4%‬



‭２　公開状況‬

‭12‬

‭企業規模別‬ ‭公開‬ ‭非公開‬

‭大企業‬ ‭94.3%‬ ‭5.7%‬

‭中小企業‬ ‭96.5%‬ ‭3.5%‬

‭その他（社会福祉法人等）‬ ‭98.2%‬ ‭1.8%‬

‭計‬ ‭96.6%‬ ‭3.4%‬



‭第３　設問別‬
‭１　制度利用促進‬
‭設問１  　制度利用促進のための具体的なルール・手続きがある‬

‭全体像 【設問１（１）～（７）のいずれか1つに該当している】‬

‭13‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭94.3%‬ ‭5.7%‬

‭　中小企業‬ ‭85.5%‬ ‭14.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭93.8%‬ ‭6.3%‬

‭　計‬ ‭86.8%‬ ‭13.2%‬



‭（１）残業事前承認ルール（残業事前申請ルール）‬

‭14‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭75.5%‬ ‭24.5%‬

‭　中小企業‬ ‭55.6%‬ ‭44.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭71.4%‬ ‭28.6%‬

‭　計‬ ‭58.3%‬ ‭41.7%‬



‭（２）残業時間の一定時刻以降強制消灯‬
‭　　‬

‭15‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.2%‬ ‭86.8%‬

‭　中小企業‬ ‭8.9%‬ ‭91.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭3.6%‬ ‭96.4%‬

‭　計‬ ‭8.5%‬ ‭91.5%‬



‭（３）定時以降の電話・メール等の禁止‬
‭　　‬

‭16‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭9.4%‬ ‭90.6%‬

‭　中小企業‬ ‭7.5%‬ ‭92.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭7.1%‬ ‭92.9%‬

‭　計‬ ‭7.6%‬ ‭92.4%‬



‭（４）従業員自己申告による休暇取得ルール（計画的付与制度以外）‬
‭　　‬

‭　‬

‭17‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭60.4%‬ ‭39.6%‬

‭　中小企業‬ ‭56.3%‬ ‭43.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭57.1%‬ ‭42.9%‬

‭　計‬ ‭56.6%‬ ‭43.4%‬



‭（５）制度利用者向けの支援プログラムや利用マニュアル等（支援メニュー・内容、‬
‭申請手続き等）の作成‬
‭　　‬

‭18‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭35.8%‬ ‭64.2%‬

‭　中小企業‬ ‭11.1%‬ ‭88.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭11.6%‬ ‭88.4%‬

‭　計‬ ‭12.4%‬ ‭87.6%‬



‭（６）制度利用者が不利益を被らないための措置‬
‭　　‬

‭19‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭39.6%‬ ‭60.4%‬

‭　中小企業‬ ‭20.7%‬ ‭79.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭29.5%‬ ‭70.5%‬

‭　計‬ ‭22.6%‬ ‭77.4%‬



‭（７）その他‬
‭　　‬

‭20‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭7.5%‬ ‭92.5%‬

‭　中小企業‬ ‭7.6%‬ ‭92.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭10.7%‬ ‭89.3%‬

‭　計‬ ‭7.9%‬ ‭92.1%‬



‭設問２   管理職への指導・評価を行っている‬

‭全体像 【設問２（１）～（７）のいずれか1つに該当している】‬
‭　　‬

‭　　‬

‭21‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭92.5%‬ ‭7.5%‬

‭　中小企業‬ ‭80.9%‬ ‭19.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭85.7%‬ ‭14.3%‬

‭　計‬ ‭82.0%‬ ‭18.0%‬



‭（１）管理職のイクボス宣言‬
‭　　‬

‭22‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭9.4%‬ ‭90.6%‬

‭　中小企業‬ ‭6.2%‬ ‭93.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭9.8%‬ ‭90.2%‬

‭　計‬ ‭6.7%‬ ‭93.3%‬



‭（２）管理職層が率先して自らの残業時間を削減・休暇を取得するよう管理職への指‬
‭導の実施‬

‭　　‬

‭23‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭66.0%‬ ‭34.0%‬

‭　中小企業‬ ‭50.4%‬ ‭49.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭52.7%‬ ‭47.3%‬

‭　計‬ ‭51.5%‬ ‭48.5%‬



‭（３）残業時間が多い・休暇取得の少ない部下を持つ管理職への指導を実施‬
‭　　‬

‭　‬

‭24‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭73.6%‬ ‭26.4%‬

‭　中小企業‬ ‭48.9%‬ ‭51.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭53.6%‬ ‭46.4%‬

‭　計‬ ‭50.6%‬ ‭49.4%‬



‭（４）管理職自身や部下の長時間労働抑制・休暇取得状況・各種制度の利用状況等を‬
‭管理職の人事考課（評価）項目として設定‬
‭　　‬

‭　　‬

‭25‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭22.6%‬ ‭77.4%‬

‭　中小企業‬ ‭15.9%‬ ‭84.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭13.4%‬ ‭86.6%‬

‭　計‬ ‭16.0%‬ ‭84.0%‬



‭（５）各種制度の利用者の上司である管理職への指導（各種制度の利用状況が低い部‬
‭下を持つ管理職への指導等）‬
‭　　‬

‭26‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭41.5%‬ ‭58.5%‬

‭　中小企業‬ ‭22.6%‬ ‭77.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭23.2%‬ ‭76.8%‬

‭　計‬ ‭23.7%‬ ‭76.3%‬



‭（６）部下の制度利用を奨励するよう管理職に対して指導‬
‭　　‬

‭27‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭58.5%‬ ‭41.5%‬

‭　中小企業‬ ‭32.1%‬ ‭67.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭39.3%‬ ‭60.7%‬

‭　計‬ ‭34.2%‬ ‭65.8%‬



‭（７）その他‬
‭　　‬

‭28‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭3.8%‬ ‭96.2%‬

‭　中小企業‬ ‭5.9%‬ ‭94.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.9%‬ ‭91.1%‬

‭　計‬ ‭6.1%‬ ‭93.9%‬



‭設問３    従業員個人への指導・評価を行っている‬

‭全体像 【設問３（１）～（６）のいずれか1つに該当している】‬
‭　　‬

‭29‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭96.2%‬ ‭3.8%‬

‭　中小企業‬ ‭84.3%‬ ‭15.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭85.7%‬ ‭14.3%‬

‭　計‬ ‭85.1%‬ ‭14.9%‬



‭（１）時間外労働削減による残業代抑制分を賞与等で還元‬
‭　　‬

‭30‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭11.3%‬ ‭88.7%‬

‭　中小企業‬ ‭8.2%‬ ‭91.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭2.7%‬ ‭97.3%‬

‭　計‬ ‭7.8%‬ ‭92.2%‬



‭（２）時間外労働が多い従業員に対し、個別の働き方の見直し方法を助言するなど指導‬
‭　　‬

‭　　‬

‭31‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭62.3%‬ ‭37.7%‬

‭　中小企業‬ ‭52.1%‬ ‭47.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭50.9%‬ ‭49.1%‬

‭　計‬ ‭52.5%‬ ‭47.5%‬



‭（３）年次有給休暇取得率の低い従業員に対し、個別に休暇取得を奨励（人事からの‬
‭メール送信等）‬
‭　　‬

‭　　‬

‭32‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭64.2%‬ ‭35.8%‬

‭　中小企業‬ ‭50.6%‬ ‭49.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭54.5%‬ ‭45.5%‬

‭　計‬ ‭51.7%‬ ‭48.3%‬



‭（４）働き方を見直して、労働時間短縮や時間当たりの生産性向上に成果のあった従‬
‭業員を人事考課や表彰等で評価‬
‭　　‬

‭　　　‬

‭33‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭26.4%‬ ‭73.6%‬

‭　中小企業‬ ‭25.2%‬ ‭74.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭17.0%‬ ‭83.0%‬

‭　計‬ ‭24.4%‬ ‭75.6%‬



‭（５）制度対象者に対し、個別に制度利用を奨励（配偶者が出産した男性従業員への‬
‭育児目的休暇等の利用を促すメールの送信等）‬
‭　　‬

‭　　‬

‭34‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭32.1%‬ ‭67.9%‬

‭　中小企業‬ ‭12.3%‬ ‭87.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭17.9%‬ ‭82.1%‬

‭　計‬ ‭13.9%‬ ‭86.1%‬



‭（６）その他‬
‭　　‬

‭　　‬

‭35‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭9.4%‬ ‭90.6%‬

‭　中小企業‬ ‭7.4%‬ ‭92.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭11.6%‬ ‭88.4%‬

‭　計‬ ‭7.9%‬ ‭92.1%‬



‭設問４   社内慣行・風土を変えるための具体的な取組がある‬

‭全体像 【設問４（１）～（７）のいずれか1つに該当している】‬

‭　　‬

‭　　‬

‭36‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭98.1%‬ ‭1.9%‬

‭　中小企業‬ ‭86.9%‬ ‭13.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭92.9%‬ ‭7.1%‬

‭　計‬ ‭88.1%‬ ‭11.9%‬



‭（１）社外（育児、介護、趣味、社会貢献等）での多様な生活経験を、組織の知恵と‬
‭して活用‬
‭　　‬

‭　　‬

‭37‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.0%‬ ‭83.0%‬

‭　中小企業‬ ‭20.0%‬ ‭80.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭32.1%‬ ‭67.9%‬

‭　計‬ ‭21.1%‬ ‭78.9%‬



‭（２）トップと従業員の活発な意見交換ができる風土づくり‬
‭　　‬

‭　　‬

‭38‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭39.6%‬ ‭60.4%‬

‭　中小企業‬ ‭61.1%‬ ‭38.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭53.6%‬ ‭46.4%‬

‭　計‬ ‭59.2%‬ ‭40.8%‬



‭（３）多様な人材がコミュニケーションを取り、お互いに助け合う風土づくり‬
‭　‬
‭　　‬

‭39‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭60.4%‬ ‭39.6%‬

‭　中小企業‬ ‭53.0%‬ ‭47.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭63.4%‬ ‭36.6%‬

‭　計‬ ‭54.5%‬ ‭45.5%‬



‭（４）採用選考における無意識の性別等バイアスの排除（面接官への女性等の参画等）‬
‭　‬
‭　　‬

‭40‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.6%‬ ‭43.4%‬

‭　中小企業‬ ‭32.8%‬ ‭67.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭48.2%‬ ‭51.8%‬

‭　計‬ ‭35.7%‬ ‭64.3%‬



‭（５）従業員の働いている様子を家族が見ることができる取組の実施（子ども参観日等）‬
‭　‬
‭　　‬

‭41‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭7.5%‬ ‭92.5%‬

‭　中小企業‬ ‭6.7%‬ ‭93.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.9%‬ ‭91.1%‬

‭　計‬ ‭7.0%‬ ‭93.0%‬



‭（６）ハラスメント防止対策‬
‭　‬
‭　　‬

‭42‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭90.6%‬ ‭9.4%‬

‭　中小企業‬ ‭40.9%‬ ‭59.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭63.4%‬ ‭36.6%‬

‭　計‬ ‭45.8%‬ ‭54.2%‬



‭（７）その他‬
‭　‬

‭43‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭3.8%‬ ‭96.2%‬

‭　中小企業‬ ‭4.1%‬ ‭95.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.9%‬ ‭91.1%‬

‭　計‬ ‭4.6%‬ ‭95.4%‬



‭設問５   職場のコミュニケーション円滑化のための取組を行っている‬

‭全体像 【設問５（１）～（４）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭44‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭94.3%‬ ‭5.7%‬

‭　中小企業‬ ‭85.3%‬ ‭14.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭88.4%‬ ‭11.6%‬

‭　計‬ ‭86.1%‬ ‭13.9%‬



‭（１）管理職と部下との意見交換の場を設定‬
‭　‬

‭45‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭73.6%‬ ‭26.4%‬

‭　中小企業‬ ‭59.4%‬ ‭40.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭72.3%‬ ‭27.7%‬

‭　計‬ ‭61.5%‬ ‭38.5%‬



‭（２）社内の親睦を図る行事の開催‬
‭　‬

‭46‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭62.3%‬ ‭37.7%‬

‭　中小企業‬ ‭62.6%‬ ‭37.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭58.0%‬ ‭42.0%‬

‭　計‬ ‭62.1%‬ ‭37.9%‬



‭（３）社内サークル・クラブ活動の奨励‬
‭　‬

‭47‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭45.3%‬ ‭54.7%‬

‭　中小企業‬ ‭16.1%‬ ‭83.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭27.7%‬ ‭72.3%‬

‭　計‬ ‭18.8%‬ ‭81.2%‬



‭（４）その他‬
‭　‬

‭48‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.0%‬ ‭83.0%‬

‭　中小企業‬ ‭7.3%‬ ‭92.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭6.3%‬ ‭93.8%‬

‭　計‬ ‭7.7%‬ ‭92.3%‬



‭２ 周知啓発‬
‭設問６   全従業員に対して制度・取組について情報提供を行っている‬

‭全体像 【設問６（１）～（５）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭49‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭94.3%‬ ‭5.7%‬

‭　中小企業‬ ‭80.6%‬ ‭19.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭83.9%‬ ‭16.1%‬

‭　計‬ ‭81.6%‬ ‭18.4%‬



‭（１）現場説明会の開催（全従業員への丁寧な説明等）‬
‭　‬

‭50‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.0%‬ ‭66.0%‬

‭　中小企業‬ ‭23.9%‬ ‭76.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭28.6%‬ ‭71.4%‬

‭　計‬ ‭24.9%‬ ‭75.1%‬



‭（２）メール一斉送信‬
‭　‬

‭51‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭54.7%‬ ‭45.3%‬

‭　中小企業‬ ‭34.6%‬ ‭65.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭25.9%‬ ‭74.1%‬

‭　計‬ ‭34.7%‬ ‭65.3%‬



‭（３）社内報やパンフレット等の配布‬
‭　‬

‭52‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭67.9%‬ ‭32.1%‬

‭　中小企業‬ ‭26.5%‬ ‭73.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭35.7%‬ ‭64.3%‬

‭　計‬ ‭29.5%‬ ‭70.5%‬



‭（４）イントラネットや社内ポスター等による掲示‬
‭　‬

‭53‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭75.5%‬ ‭24.5%‬

‭　中小企業‬ ‭31.5%‬ ‭68.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭33.0%‬ ‭67.0%‬

‭　計‬ ‭33.9%‬ ‭66.1%‬



‭（５）その他‬
‭　‬

‭54‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭3.8%‬ ‭96.2%‬

‭　中小企業‬ ‭14.2%‬ ‭85.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭17.9%‬ ‭82.1%‬

‭　計‬ ‭14.1%‬ ‭85.9%‬



‭設問７  キャンペーンの実施など「働き方改革」について全社的な啓発を行っている‬

‭全体像 【設問７（１）～（３）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭55‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭84.9%‬ ‭15.1%‬

‭　中小企業‬ ‭62.9%‬ ‭37.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭71.4%‬ ‭28.6%‬

‭　計‬ ‭64.9%‬ ‭35.1%‬



‭（１）推進月間・週間などの実施‬
‭　‬

‭56‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭32.1%‬ ‭67.9%‬

‭　中小企業‬ ‭15.2%‬ ‭84.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭18.8%‬ ‭81.3%‬

‭　計‬ ‭16.5%‬ ‭83.5%‬



‭（２）社内放送（退勤時刻での退社の呼びかけなど）‬
‭　‬

‭57‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭22.6%‬ ‭77.4%‬

‭　中小企業‬ ‭11.7%‬ ‭88.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭11.6%‬ ‭88.4%‬

‭　計‬ ‭12.2%‬ ‭87.8%‬



‭（３）その他‬
‭　‬

‭58‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭34.0%‬ ‭66.0%‬

‭　中小企業‬ ‭26.8%‬ ‭73.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭26.8%‬ ‭73.2%‬

‭　計‬ ‭27.2%‬ ‭72.8%‬



‭設問８   管理職に対して「働き方改革」について教育・研修を実施又は受講の機会を‬

‭与えている‬

‭　　　‬

‭59‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭69.8%‬ ‭30.2%‬

‭　中小企業‬ ‭39.8%‬ ‭60.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭55.4%‬ ‭44.6%‬

‭　計‬ ‭43.0%‬ ‭57.0%‬



‭設問９   従業員に対して「働き方改革」について教育・研修を実施又は受講の機会を‬

‭与えている‬

‭　　　‬

‭60‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.6%‬ ‭43.4%‬

‭　中小企業‬ ‭32.3%‬ ‭67.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭47.3%‬ ‭52.7%‬

‭　計‬ ‭35.1%‬ ‭64.9%‬



‭３  業務改善‬
‭設問10  従業員の労働生産性を向上させるための人材育成の取組がある‬

‭全体像 【設問１０（１）～（４）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭61‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭96.2%‬ ‭3.8%‬

‭　中小企業‬ ‭81.8%‬ ‭18.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭92.0%‬ ‭8.0%‬

‭　計‬ ‭83.6%‬ ‭16.4%‬



‭（１）業務に関する技術や知識を学ぶための研修や資格取得訓練などを実施‬
‭　　‬

‭62‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭81.1%‬ ‭18.9%‬

‭　中小企業‬ ‭57.5%‬ ‭42.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭77.7%‬ ‭22.3%‬

‭　計‬ ‭60.8%‬ ‭39.2%‬



‭（２）自己啓発（資格取得・語学学習・外部研修等）の支援‬
‭　　‬

‭63‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭83.0%‬ ‭17.0%‬

‭　中小企業‬ ‭51.9%‬ ‭48.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭68.8%‬ ‭31.3%‬

‭　計‬ ‭55.3%‬ ‭44.7%‬



‭（３）キャリアアップについての目標設定や相談体制の整備‬
‭　　‬

‭64‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭64.2%‬ ‭35.8%‬

‭　中小企業‬ ‭36.1%‬ ‭63.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭56.3%‬ ‭43.8%‬

‭　計‬ ‭39.6%‬ ‭60.4%‬



‭（４）その他‬
‭　　‬

‭65‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭3.8%‬ ‭96.2%‬

‭　中小企業‬ ‭5.6%‬ ‭94.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭9.8%‬ ‭90.2%‬

‭　計‬ ‭6.0%‬ ‭94.0%‬



‭設問11   業務の可視化・業務プロセスや業務内容の見直しを行っている‬

‭全体像 【設問１１（１）～（９）のいずれか１つに該当している】‬
‭　　　‬

‭66‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭94.3%‬ ‭5.7%‬

‭　中小企業‬ ‭87.3%‬ ‭12.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭91.1%‬ ‭8.9%‬

‭　計‬ ‭88.1%‬ ‭11.9%‬



‭（１）業務マニュアルの作成・整備の推進‬
‭　　‬

‭67‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭75.5%‬ ‭24.5%‬

‭　中小企業‬ ‭57.5%‬ ‭42.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭73.2%‬ ‭26.8%‬

‭　計‬ ‭60.1%‬ ‭39.9%‬



‭（２）業務内容の洗い出し・棚卸（スケジュール管理ソフトの活用等）による業務の‬
‭廃止・ 優先順位づけ‬

‭　　‬

‭68‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭60.4%‬ ‭39.6%‬

‭　中小企業‬ ‭41.7%‬ ‭58.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭50.0%‬ ‭50.0%‬

‭　計‬ ‭43.5%‬ ‭56.5%‬



‭（３）一部業務のアウトソーシング化‬
‭　　‬

‭69‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭43.4%‬ ‭56.6%‬

‭　中小企業‬ ‭33.4%‬ ‭66.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭38.4%‬ ‭61.6%‬

‭　計‬ ‭34.4%‬ ‭65.6%‬



‭（４）社内文書の簡素化・削減‬
‭　　‬

‭70‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭49.1%‬ ‭50.9%‬

‭　中小企業‬ ‭39.7%‬ ‭60.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭36.6%‬ ‭63.4%‬

‭　計‬ ‭39.8%‬ ‭60.2%‬



‭（５）会議目的の明確化や参集者・会議時間の見直し‬
‭　　‬

‭71‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭52.8%‬ ‭47.2%‬

‭　中小企業‬ ‭40.1%‬ ‭59.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭55.4%‬ ‭44.6%‬

‭　計‬ ‭42.4%‬ ‭57.6%‬



‭（６）終業直前・終業後の業務依頼の禁止‬
‭　　‬

‭72‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭11.3%‬ ‭88.7%‬

‭　中小企業‬ ‭13.3%‬ ‭86.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭17.9%‬ ‭82.1%‬

‭　計‬ ‭13.7%‬ ‭86.3%‬



‭（７）コアタイムの設定‬
‭　　‬

‭73‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭20.8%‬ ‭79.2%‬

‭　中小企業‬ ‭8.7%‬ ‭91.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭7.1%‬ ‭92.9%‬

‭　計‬ ‭9.2%‬ ‭90.8%‬



‭（８）取引先との関係見直し‬
‭　　‬

‭74‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭17.0%‬ ‭83.0%‬

‭　中小企業‬ ‭14.9%‬ ‭85.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭12.5%‬ ‭87.5%‬

‭　計‬ ‭14.8%‬ ‭85.2%‬



‭（９）その他‬
‭　　‬

‭75‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭5.7%‬ ‭94.3%‬

‭　中小企業‬ ‭4.4%‬ ‭95.6%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭8.0%‬ ‭92.0%‬

‭　計‬ ‭4.8%‬ ‭95.2%‬



‭設問12     業務分担の見直しや柔軟な人員体制の整備により業務体制の見直しを行って‬

‭いる‬

‭全体像 【設問１２（１）～（５）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭76‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭86.8%‬ ‭13.2%‬

‭　中小企業‬ ‭83.5%‬ ‭16.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭88.4%‬ ‭11.6%‬

‭　計‬ ‭84.2%‬ ‭15.8%‬



‭（１）業務量の配分見直し‬
‭　　‬

‭77‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭45.3%‬ ‭54.7%‬

‭　中小企業‬ ‭45.7%‬ ‭54.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭50.0%‬ ‭50.0%‬

‭　計‬ ‭46.2%‬ ‭53.8%‬



‭（２）人員配置の見直し・適正化‬
‭　　‬

‭78‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭75.5%‬ ‭24.5%‬

‭　中小企業‬ ‭58.5%‬ ‭41.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭60.7%‬ ‭39.3%‬

‭　計‬ ‭59.6%‬ ‭40.4%‬



‭（３）一人担当業務の解消・多能工化‬
‭　　‬

‭79‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭41.5%‬ ‭58.5%‬

‭　中小企業‬ ‭40.2%‬ ‭59.8%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭30.4%‬ ‭69.6%‬

‭　計‬ ‭39.3%‬ ‭60.7%‬



‭（４）休暇・休業時のフォローアップ体制の構築‬
‭　　‬

‭80‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭41.5%‬ ‭58.5%‬

‭　中小企業‬ ‭33.7%‬ ‭66.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭38.4%‬ ‭61.6%‬

‭　計‬ ‭34.6%‬ ‭65.4%‬



‭（５）その他‬
‭　　‬

‭81‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭5.7%‬ ‭94.3%‬

‭　中小企業‬ ‭4.5%‬ ‭95.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭10.7%‬ ‭89.3%‬

‭　計‬ ‭5.2%‬ ‭94.8%‬



‭４　実態把握・管理‬
‭設問13    労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について実態把握を行って‬

‭いる‬

‭全体像 【設問１３（１）～（５）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭82‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭98.1%‬ ‭1.9%‬

‭　中小企業‬ ‭79.6%‬ ‭20.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭80.4%‬ ‭19.6%‬

‭　計‬ ‭80.6%‬ ‭19.4%‬



‭（１）PCのログイン時間やIDカード等の客観的な方法による労働時間の正確な記録‬
‭　　‬

‭83‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭71.7%‬ ‭28.3%‬

‭　中小企業‬ ‭33.0%‬ ‭67.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭33.9%‬ ‭66.1%‬

‭　計‬ ‭35.0%‬ ‭65.0%‬



‭（２）残業時間が多い・休暇取得の少ない従業員や、その管理職に対するヒアリング‬
‭　　‬

‭84‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭73.6%‬ ‭26.4%‬

‭　中小企業‬ ‭49.0%‬ ‭51.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭50.0%‬ ‭50.0%‬

‭　計‬ ‭50.3%‬ ‭49.7%‬



‭（３）管理職やみなし労働・裁量労働制などの適用者についても労働時間を正確に把握‬
‭　　‬

‭85‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭67.9%‬ ‭32.1%‬

‭　中小企業‬ ‭35.9%‬ ‭64.1%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭21.4%‬ ‭78.6%‬

‭　計‬ ‭36.0%‬ ‭64.0%‬



‭（４）各種制度の利用状況の実態把握（制度対象者数と実際の利用状況の実態把握等）‬

‭86‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭56.6%‬ ‭43.4%‬

‭　中小企業‬ ‭23.1%‬ ‭76.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭35.7%‬ ‭64.3%‬

‭　計‬ ‭26.1%‬ ‭73.9%‬



‭（５）その他‬

‭87‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭1.9%‬ ‭98.1%‬

‭　中小企業‬ ‭5.8%‬ ‭94.2%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭11.6%‬ ‭88.4%‬

‭　計‬ ‭6.2%‬ ‭93.8%‬



‭設問14   労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について経営者層が把握し‬

‭ている‬

‭全体像 【設問１４（１）～（３）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭88‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭86.8%‬ ‭13.2%‬

‭　中小企業‬ ‭74.7%‬ ‭25.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭72.3%‬ ‭27.7%‬

‭　計‬ ‭75.0%‬ ‭25.0%‬



‭（１）経営者層によるトップ会議などで残業時間や休暇取得、各種制度の利用状況等‬
‭を定期的に報告‬
‭　　‬

‭89‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭67.9%‬ ‭32.1%‬

‭　中小企業‬ ‭47.5%‬ ‭52.5%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭50.0%‬ ‭50.0%‬

‭　計‬ ‭48.8%‬ ‭51.2%‬



‭（２）残業時間等が一定水準に達した段階で経営者層に伝達‬
‭　　‬

‭90‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭50.9%‬ ‭49.1%‬

‭　中小企業‬ ‭33.7%‬ ‭66.3%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭28.6%‬ ‭71.4%‬

‭　計‬ ‭34.1%‬ ‭65.9%‬



‭（３）その他‬
‭　　‬

‭91‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭11.3%‬ ‭88.7%‬

‭　中小企業‬ ‭12.6%‬ ‭87.4%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭16.1%‬ ‭83.9%‬

‭　計‬ ‭12.9%‬ ‭87.1%‬



‭設問15   労働時間や休暇取得状況、その他各種制度の利用について管理職が把握して‬

‭いる‬

‭全体像 【設問１５（１）～（３）のいずれか１つに該当している】‬

‭　　　‬

‭}‬

‭92‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭90.6%‬ ‭9.4%‬

‭　中小企業‬ ‭75.0%‬ ‭25.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭78.6%‬ ‭21.4%‬

‭　計‬ ‭76.2%‬ ‭23.8%‬



‭（１）管理職以上の定期会議などで残業時間や休暇取得、各種制度の利用状況等を定‬
‭期的に報告‬
‭　　‬

‭93‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭66.0%‬ ‭34.0%‬

‭　中小企業‬ ‭45.3%‬ ‭54.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭51.8%‬ ‭48.2%‬

‭　計‬ ‭47.0%‬ ‭53.0%‬



‭（２）残業時間が一定水準に達した段階で管理職に伝達‬
‭　　‬

‭94‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭64.2%‬ ‭35.8%‬

‭　中小企業‬ ‭35.0%‬ ‭65.0%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭33.9%‬ ‭66.1%‬

‭　計‬ ‭36.3%‬ ‭63.7%‬



‭（３）その他‬
‭　　‬

‭95‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭13.2%‬ ‭86.8%‬

‭　中小企業‬ ‭13.3%‬ ‭86.7%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭16.1%‬ ‭83.9%‬

‭　計‬ ‭13.6%‬ ‭86.4%‬



‭設問16   制度や取組について従業員の意識や評価を把握して改善につなげている‬

‭　　　‬

‭96‬

‭企業規模別‬ ‭あり‬ ‭なし‬

‭　大企業‬ ‭79.2%‬ ‭20.8%‬

‭　中小企業‬ ‭60.1%‬ ‭39.9%‬

‭　その他（社会福祉法人等）‬ ‭60.7%‬ ‭39.3%‬

‭　計‬ ‭61.1%‬ ‭38.9%‬


